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教員の多忙感を軽減する組織的条件としての「物理的余白」と「心理的余白」 

―公立小学校における参与観察を事例として― 

遠山桂吾（名古屋大学大学院） 

1．問題の所在と本発表の問い

教員の長時間労働と心理的負担の深刻化を背景に，2024 年中教審答申は「量的な負担の

軽減はもちろんのこと，負担感の軽減にも取り組んでいくことが必要」と提言した。しかし

実際の政策対応は量的側面が中心であり，質的側面とりわけ「多忙感」を軽減する組織的条

件の検討は十分ではない。先行研究は一律の業務削減が自律性を損ない多忙感を強めるリ

スクを指摘するが（長沢 2018；宮下 2019），いかなる組織的プロセスが多忙感軽減をもた

らすかは未解明である。本発表は，校長交代というリーダーシップの転換に着目し，「物理

的余白」と「心理的余白」が段階的に創出されるプロセスを分析することで，教員の多忙感

を軽減する組織的条件はいかなるものかを検討する。 

2．研究対象と方法 

 研究協力校 Z 小学校は，2019 年度以降の前任校長によるトップダウン型業務改革と，現

任校長（以下，B 校長）による「伴走型支援」改革という二段階の組織変革を経た事例であ

る。参与観察（2025 年 6〜7 月，計 3 回，A 教員の日常業務をフィールドノーツに記録）お

よび半構造化インタビュー（A 教員・B 校長）を実施した。 

3．リーダーシップ転換が引き起こした二段階の変化 

 前任校長は宿題廃止・職員会議の分散開催・地域ボランティアへの業務移譲など 20 以上

の施策を推進した。トップダウン型改革として，2023 年度には時間外在校時間 45 時間超の

教員ゼロを達成した。これが教員の「物理的余白」（自由裁量時間）を創出したが，教員の

当事者意識や納得感は必ずしも伴っていなかった。 

B 校長は，組織が「何を減らすか」から「どのような業務が教員の専門性と自律性を支え

るか」へと問い直す契機となった（ダブルループ学習）。B 校長は物理的余白を前提として

受け継ぎながら，伴走型の支援を行っている。これが教員の裁量の実感を生み，「心理的余

白」（自律的に業務を進められる状態）を生み出していることが示された。 

 すなわち，前任校長の量的改革による「物理的余白」と，これを土台としたＢ校長の質的

改革による「心理的余白」の積み上げにより，多忙感軽減をもたらした構造が浮かび上がる。 

4．結論に向けた論点整理 

 本分析からは，教員の多忙感軽減は単なる業務量削減の問題ではなく，「物理的余白」と

「心理的余白」が段階的に形成される組織変容のプロセスとして捉えられることが示唆さ

れた。これは，多忙感を学校組織における自律性・協働性の在り方と結びついた現象として

捉え直す必要性を示すものである。本発表では，以上の分析を通して，多忙感軽減を支える

組織的条件について考察する。 

【参考文献】 

・長沢泰宏「中学校教員の多忙を受容する意識構造に関する研究－「良い学校」とされる M

中学校の参与観察調査をもとにして－」『学校経営学論集』第 6 号，2018 年，41－50 頁。

・宮下敏恵「小・中学校教師におけるバーンアウト低減のための組織的取り組みに関する検

討⑸」『上越教育大学研究紀要』第 38 巻，2019 年，365－374 頁。
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教師＝専⾨職論と新しい専⾨職論の社会学的検討 
―多様化する教師像に着⽬して― 

中尾駿⽃（名古屋⼤学⼤学院） 

【発表要旨】 
 本報告の⽬的は，教師＝専⾨職論を，教師の地位向上や⾃律性の確⽴をめざす主張として
のみではなく，教師像を構成し，教育改⾰を正当化し，またそれに対する抵抗の語彙ともな
りうる⾔説的フレームとして捉え直すことにある。そのために，Evetts や Hargreaves ら
を中⼼に国外で論じられてきた「新しい専⾨職論」（New Professionalism）の系譜を辿る
とともに，国内における教師＝専⾨職論が，教師の専⾨性・⾃律性・責任といった諸要素を
どのように語ってきたのかを検討する。 

従来，教師の専⾨職化は，ILO・ユネスコによる「教員の地位に関する勧告」（1966 年）
を⼀つの重要な契機としながら，教師の地位向上，専⾨的知識の確⽴，養成・採⽤・研修の
体系化，⾃律性の保障などを求める議論として展開されてきた。⽇本においても，教師は「準
専⾨職」（⽵内 1972）や「半専⾨職」（市川 1969）として位置づけられながら，医師や弁
護⼠のような古典的な専⾨職を参照しつつ，専⾨職化の達成が⽬指されてきた。こうした議
論は，Wilensky（1964）が論じたような「専⾨職化の運動」として理解することができる。 
 しかし近年，専⾨職をめぐる状況は⼤きく変容している。教師の専⾨職性は，専⾨職集団
の内側からのみ定義されるものではなく，政策，学校組織，評価制度，説明責任，成果主義
といった制度的要請との関係のなかで再編されている。この点で，新しい専⾨職論は，協働
や学校改善を通じた教師の再専⾨職化の可能性を⽰す⼀⽅で，標準化・評価・管理を通じた
教師の組織的統制を捉える批判的視⾓も提供する。 
 本報告では，このような国外の議論を⼿がかりに，国内における教師＝専⾨職論を再検討
する。とりわけ，教師を専⾨職として語ることが，教師の⾃律性や公共性を⽀える⼀⽅で，
成果の可視化，継続的な⾃⼰改善，説明責任といった要請を通じて，教師を評価・管理・⾃
⼰規律化の枠組みに組み込む可能性に注⽬する。以上を通じて，教師＝専⾨職論の両義性を
明らかにし，今⽇において教師の専⾨職性を批判的に検討するための視⾓を提⽰する。 

【参考⽂献】 
Evetts, J., 2011, “A New Professionalism? Challenges and Opportunities,” Current Sociology, 59(4): 
406-422.
Hargreaves, D. H., 1994, “The New Professionalism: The Synthesis of Professional and Institutional
Development,” Teaching and Teacher Education, 10(4): 423-438.
Wilensky, H. L., 1964, “The Professionalization of Everyone?”, The American Journal of Sociology,
70(2):137-158
市川昭午，1969，『専⾨職としての教師』明治図書 
⽵内洋，1972，「準・専⾨職業としての教師」『ソシオロジ』17(3): 72-102 
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公立学校教員採用選考試験「実質倍率」の推定 

―文部科学省発表における「採用倍率」の限界を探る― 

服部 豪（名古屋大学大学院） 

１. 問題設定

近年の公立学校教員、特に小学校における志願

者数の減少と倍率の低下は、喫緊の課題となって

いる。文部科学省が発表した2024年度実施試験の

結果によれば、小学校区分の「採用倍率」は全国

平均で2.0倍と過去最低を更新した。 

しかし、この「採用倍率」という指標が、各自

治体の教員採用試験における「合格のしやすさ」

を正しく反映しているかについては、慎重な検討

が必要である。 

本研究では、発表者が独自に実施した全国調査

に基づき、従来の採用倍率に代わる「実質倍率」

を推定・算出することで、文科省統計の限界を明

らかにし、より実態を反映した統計案を提示する。 

２. 調査・算出手法

本研究では、全国68の教員採用試験実施主体を

対象に情報公開請求等を実施し、文科省統計から

は見えてこない「合格者総数(追加・繰上合格を含

む）」および「辞退者数」のデータを収集した。対

象期間は2020年度実施試験から2024年度実施試

験までの5年間である。 

 文科省統計による「採用倍率」は（受験者数／

採用者数）で算出されるが、これは「受験者のう

ち何人に１人が採用されたか」を示す指標に過ぎ

ない。一方で、本研究が提案する「実質倍率」は

（受験者数／合格者総数）で算出される。これは

「受験者のうち何人に１人が『合格』と判断され

たか」を示すものであり、試験の「選抜性」や「難

易度」を直接的に表すものである。 

３. 結果

 分析の結果、文科省発表の「採用倍率」と、本

研究の「実質倍率」の間には、全国平均で例年0.2

～0.3ポイント程度の乖離が確認された。（表１） 

この乖離は、大量辞退が発生している自治体に

おいて顕著である。例えば、高知県は、文科省に

よる採用倍率では4.8倍(2024年度・小学校)とい

った高倍率（全国1位）を示しているが、実質倍

率では1.8倍まで低下する。鳥取県でも、同様に

4.7倍が2.3倍まで低下する。こうした乖離の原

因は、大量の合格辞退を見越して、定員を大幅に

上回る合格者を出していることによる。 

４. 課題

教員採用制度の複雑化などにより、正確な統計

の作成や、実態の正確な把握を困難になっている

という課題が、本研究の過程で明らかになった。 

（1）試験翌年度に採用されない「合格者」 

大学院進学等による採用猶予制度や、合格者名

簿の年度別登載（A名簿・B名簿）はこれまでも見

られたが、近年は大学3年生時点で最終合格者を

出す自治体も出てきており、いつの時点の「受験

者」や「採用者」を基準とすべきかの問題がある。 

（2）試験を途中離脱する「受験者」 

 １次試験後に2次試験を離脱する場合にも、統

計上は「受験者」として計上されるため、実態以

上に「受験者数」が膨らんでいる可能性が示唆さ

れる。たとえば、北九州市(2024年度・小学校)で

は、１次試験免除者の3割が2次試験を欠席して

いることが確認されている。 

表1：公立学校教員採用選考試験（小学校）倍率等の推移（2020～2024年度実施） 

実施年度 2020 2021 2022 2023 2024 

受験者数(人) A 43,269 40,590 38,801 36,257 34,407 

合格者総数(人) B 18,062 17,741 19,230 19,157 19,424 

辞退者数(人) C 1,668 1,601 2,244 2,399 2,555 

辞退率(％) C／B 9.23 9.02 11.67 12.52 13.15 

実質倍率(倍) A／B 2.40 2.29 2.02 1.89 1.77 

採用倍率(倍) (参考) 2.64 2.51 2.28 2.16 2.02 

※「採用倍率(倍)」は文科省統計による。その他は発表者調査に基づく推定値を含む。
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信頼関係を深めた学校と地域の連携に関する⼀考察 
−⼼理的安全性を確保する校⻑のリーダーシップに着⽬して―

◯⼩出 禎⼦（愛知⼯業⼤学）
１．はじめに 

これまでの中部教育学会の発表では、学校と地域の信頼関係を構築する上で、まず
は学校と地域を「つなぐ」校⻑のリーダーシップ（愛知教育⼤学,2023 年）について、
さらに信頼関係を「深める」校⻑のリーダーシップ（皇學館⼤学,2025 年）について枠
組みを提⽰し、その枠組みで事例分析を⾏い、学校と地域の関係性や特徴を明らかに
してきた。これらの発表で明らかになった研究課題、信頼関係が深まった学校と地域
は実際にどのように連携協働しているのか、これを解明することを本発表の⽬的とす
る。具体的には「チーム」「チーミング（協働する「活動」）」という概念を援⽤して事
例分析を⾏い、そこで発揮されている校⻑のリーダーシップを考察する。 
２．調査⽅法・データの収集⽅法 
 調査地は中⼭間地に位置する⼩中併設のコミュニティ・スクールで、校⻑、教頭、
学校運営協議会委員、地域住⺠、保護者を対象に、2023 年 7 ⽉から 2026 年 4 ⽉にイ
ンタビュー調査（zoom によるインタビューを含む）と資料収集を⾏い、イベントや学
校運営会議にも出席し観察を⾏った。
３．チームとチーミング概念による学校と地域の関係性
 先⾏研究では、コミュニティ・スクールなどの連携体制を敷いている学校と地域に
おいては保護者、地域住⺠、教師の３者はチームとみなすことができ、チームワーク
の尺度は①チーム志向性、②チーム・リーダーシップ、③チーム・プロセスの３因⼦構
造であることが確認されている（吉⽥,2020）。また、チーミングの特徴は、①メンバ
ーの流動性、②学習する組織、③⼼理的安全性であり、リーダーの役割に⼼理的安全
性の確保があることが明らかになっている（エイミー,2014）。 
４．分析結果 
 事例からは学校と地域をチームとみなすことができ、３因⼦も確認できた。また、
学校と地域が協働で⾏うイベント「⼣涼み会」「運動会」「⽂化祭」「スポーツ交流」に
ついてはそれぞれメンバーの⾏動や発⾔から、チーミングの特徴である 3点が存在す
ることも確認できた。 
5．⼼理的安全性を確保する校⻑のリーダーシップ 

学校と地域には多様な⼈々が存在しており、その⼈々が連携して教育活動を⾏うた
めには、メンバーが⼀つのチームとなり、チームワークを⾼め、チーミングであるこ
とが求められる。そうしたチーミングの環境を作り出すには校⻑による⼼理的安全性
を確保するリーダーシップが重要であると考えられる。 

＜参考⽂献＞ 

・吉⽥琢哉ら (2020).地域に根ざした学校運営におけるチームワーク尺度の作成；保護者の視点か

らの検討.教育⼼理学研究,68, 147‒159. 

・エイミー・C・エドモンドソン著,野津智⼦訳（2014）.チームが機能するとはどういうことか；「学

習⼒」と「実⾏⼒」を⾼める実践アプローチ,英治出版. 
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青年学校教員養成所に関する一考察 

―その制度と実態― 

三羽光彦（芦屋大学） 

 青年学校教員養成所は、1935 年 4 月、青年学校の発足とともに実業補習学校教員養成所

を引き継ぎ創設され、それから 1944 年 3 月に、青年師範学校に転換されるまで足掛け 10

年しか存在していなかった。この青年学校教員養成所の制度は、従来の実業学校教員養成

所と異なり、養成所令で「青年学校ノ教員タルベキ者ヲ養成スル」と目的を明示し、養成

所規程で、従来の 1年ないし 2年という修業年限の基準を２年として、必修の学科目に国

語と国史を加え教育課程を整備した。また、入学資格を、甲種実業学校（尋常小学校卒業

程度をもって入学資格とする修業年限５年、女子にあっては４年以上、またはこれと同程

度の実業学校）または、師範学校・中学校・高等女学校にそろえ、小学校教員や実業学校

教員の入学を明記していないことなど、完結した学校制度としての性格を強めた。しかし

ながら、発足当初の実態は、実業補習学校教員養成所を名称変更した形のものが多く、養

成所数も生徒数も大きな変化はない。 

ところが青年学校の男子義務化が実施されるようになると、青年学校教員養成所の充実

に関する議論も高まり、教育審議会では、青年学校教員養成所の他機関との併設を改め独

立設置とし、修業年限を 3年に延長する改革案が出された。ただし、男子義務化による大

幅な教員需要に対しては、1938 年青年学校教員養成所臨時養成科の設置で、当面対処する

ことですませた。養成所の本格的な改革は、1943 年 3 月の青年学校教員養成所規程の改正

によってようやく行われた。この改正で養成所は修業年限を 3年とすることができるよう

になり、入学資格は専門学校入学と同等のものが要求された。特に青年学校教員養成所が

青年学校本科卒業者にも門戸を開くこととなったのは注目される。この改革は教育審議会

の答申の趣旨に沿ったものであった。 

 ついで、1944 年 2 月、師範教育令中改正が行われ、師範教育令第 3章に青年師範学校の

章が設けられ 3月には青年師範学校規程が公布された。こうして 4月から青年学校教員養

成所に代わり青年師範学校が創設されたのである。このように見てくると、青年学校教員

養成所はある意味で過渡期にあったものということができる。実業教員（そのほとんどが

農業教員）養成機関として存在した実業補習学校教員養成所から、初等教育でもアカデミ

ックな中等教育でもない「青年教育」の教員養成を目的とする独自の高等教育機関へと変

貌する過渡期にあったのである。 

たとえば、この時期、教育界・世論あるいは審議会において、青年学校教員養成所の附

属学校の必要性がしばしば要望されている。また、農民道場などと連携して生徒の教育・

訓練を特別に実施する青年学校教員養成所も見られる。本発表では、こうした青年学校教

員養成所の制度的変容とその背景を検討するとともに、青年教育にたずさわる教員の資質

や力量に関する議論を分析し、それとの関係で、青年学校教員養成所の教育や訓練内容を

考察することとする。 

10



第 ３ 分 科 会 

司会：▲（▲大学） 



科学的探究を促す理科教師に関する実証的研究 

名古屋大学大学院 重国紗香 

1. はじめに

「探究」には，教科等の特質を基にした

様々な学習過程がある。特に理科教育では，

科学的探究の過程を通して，生徒が理科の

見方・考え方を働かせながら問題を見いだ

し，根拠に基づいて考察することが求めら

れている（国立教育政策研究所，2025）。本

研究では，こうした科学的探究を授業の中

で成立させ，深めていく教師の構想と支援

に着目する。 

2. 研究の目的と意義

本研究の目的は，理科教師が生徒による

科学的探究の成立と深まりをどのように捉

え，支援しているのかを明らかにすること

である。科学的探究過程のモデル化やカリ

キュラム開発，探究的活動の効果について

は多く検討されてきた。一方で，実際の授業

場面において，生徒の探究がどのように始

まり，停滞し，深まるのか，また教師がその

過程をどのように見取り，方向づけている

のかについては，教師側の実践的判断に即

した検討がなお必要である。そこで本研究

では，①教師が科学的探究をどのように構

想しているのか，②授業場面で生徒の探究

をどのように見取り支援しているのか，③

教師の判断や工夫が、学校における探究活

動の蓄積とどのように関係しているのかを

検討する。 

3．方法 

 本研究では，生徒に科学的な探究を促す

理科教師を対象として，半構造化インタビ

ューおよび授業への参与観察を実施する。

具体的には，①指導案や授業資料の分析を

通じて，探究の構想と教師の意図を把握す

る。②参与観察により，課題の把握，仮説設

定，観察・実験，考察，表現といった探究の

過程が授業の中でどのように実践され，教

師がどの場面でどのように学習を支援して

いるのかを記述する。③インタビュー調査

を通じて，教師の判断，生徒の反応の捉え

方，探究的な学びを構想する際の工夫や困

難を明らかにする。収集したデータを定性

的に分析し，複数の教師の事例を比較する。 

4．科学的な探究の実践 

調査対象には，スーパーサイエンスハイ

スクール（以下，SSH とする。）にて探究活

動の指導に関わる理科教師を予定している。

SSH とは，文部科学省によって，将来の国

際的な科学技術人材を育成することを目指

し，理数系教育に重点を置いた研究開発を

行うために指定された高校を指す。SSH 指

定校では，各校独自のカリキュラム開発や

課題研究の実践を通じて，探究的な活動に

関する経験と知見が蓄積されている。した

がって，SSH の実践を検討することは，科

学的探究を支える教師の役割を具体的に捉

える上で有効である。 

5．おわりに 

本研究は，探究的な活動を手順としてで

はなく，教師が生徒の思考や相互作用をど

のように見取り，どのような判断に基づい

て支援しているのかという観点から捉える

点に意義がある。今後は調査協力校および

対象教師を確定し，授業観察とインタビュ

ーを実施する。 

参考文献 

国立教育政策研究所（2025）『新たな学びの

実現に向けた教育課程の在り方に関する研

究 報告書 1』。 

11



体育の授業における児童の運動有能感の変容とその要因 

―自己評定尺度とナラティブ分析を通して－

加藤 さや香（名古屋大学大学院） 

１．問題の所在と目的 

 運動有能感は、「身体的有能さの認知」「統制

感」「受容感」の３因子から構成される（岡澤

ら,1996）。これまでの研究で、教師による励まし

や努力の承認といった肯定的・支持的な関わりに

より、児童の運動有能感を高めることが示されて

いる（村瀬ら,2013）。また、生徒同士の相互作用

に関する研究では、教え合いや励まし合いが、特

に「受容感」に大きく影響していることが報告さ

れている（北見・吉野,2008）。さらに、仲間から

の肯定的な関わりは、運動に苦手意識をもつ児童

に対してより大きな影響を及ぼすことが指摘され

ている（堀田,2023）。加えて、運動有能感の低い

児童は「自分はできない」といった否定的認知を

有する傾向があり、体育への苦手意識と密接に関

連することが明らかにされている（上家

ら,2014）。 

 しかし、これらの研究の多くは質問紙調査など

の量的手法に基づいており、教師や仲間との相互

作用と運動有能感との関連を明らかにするにとど

まっている。そのため、児童が授業の中でどのよ

うに経験を意味づけ、それがどのように運動有能

感の変容につながるのかという過程については十

分に検討されていない。また、児童の語りに着目

したナラティブ研究が展開され、感想文は学習経

験の意味づけや自己認識の変容を捉える枠組みと

して機能することが指摘されている（石田,2013）

が、運動有能感の変容との関連については十分に

明らかにされていない。 

 そこで本研究では、量的手法としての自己評定

尺度に加え、質的手法としての学習過程における

発言やエピソードの分析を通して、体育の授業に

おける運動有能感の変容とその要因について明ら

かにすることを目的とする。 

２．方法 

本研究の対象は、オルタナティブスクールに在

籍する児童８名（小学校６年）に対して、筆者が

授業者として実施した授業実践である。授業内容

は、ネット型球技（バドミントン）とし、得点を

上げるための児童の気づきや、ルールづくり・ラ

リーの継続における仲間との関わりを促すことを

意図した。分析には、逐語記録・行動記録、ワー

クシートに加え、自己評定尺度として、運動有能

感尺度（岡澤ら,1996）および体育への苦手意識尺

度（上家ら,2013）を用いた。

３．結果 

児童Ｆは、事前調査の自己評定尺度では運動に

対する苦手意識を示していたが、児童Ａとの対戦

において、得点できない状況に対してネガティブ

な発言が確認されたものの、思い通りにいかない

場面においてもプレーを継続している様子が観察

された。加えて、児童Ｆは児童Ｈとのラリーで

は、児童Ｈの声掛けを受け、ラリーを継続するた

めの動作や回数を意識した発言が確認された。児

童Ｇとの対戦では、相手のプレーを取り入れて得

点につなげる場面や勝利を児童Ａに報告する発言

が確認された。児童Ｄとの対戦では、自分を鼓舞

する発言や勝利時の喜びの表出が観察された。事

後調査における自己評定尺度の結果からは、運動

有能感の各因子の向上が認められ、苦手意識に関

する一部の因子にも改善が確認された。以上か

ら、児童Ｆの活動への関わり方や発言、認識とい

った側面において変容が生じていたことが示され

た。 

４．考察 

児童Ｆは当初、得点できない場面や思い通りに

いかない場面において、悔しさや焦りといった感

情を伴う発言をしていた。その後、試行錯誤や仲

間との関わりを通して、どうすればよいかを模索

する行為へと移行し、自己に対する認識やプレー

の方法を再構成していったと考えられる。特に、

仲間から受容される経験は安心感を生み、挑戦を

支え、その結果として成功体験につながること

で、運動有能感と苦手意識の一部の因子の向上に

影響を与えたことが示唆される。運動有能感の変

容は、児童が仲間との関わりの中で経験する出来

事と自己の認識とのずれを契機とし、それを調整

しようとする意味づけの過程を通して、自己理解

を深化していく中で生起したと示唆される。ま

た、そのためには、児童が安心して仲間と関わり

合いながら、経験を意味づけることのできる学習

環境の構築が重要であると考えられる。ただし、

苦手意識の改善に至らなかった因子も存在してお

り、全ての因子に改善が見られたわけではないた

め、今後その要因を探索していく必要がある。ま

た、振り返りの方法を改善し、児童の語りをより

深く引き出す手立てを講じ、児童自身の経験の意

味づけをナラティブに分析することが課題であ

る。 

岡澤祥訓(1996)「運動有能感の構造とその発達及び性差

に関する研究」『スポーツ教育学研究』16(2),pp145-155 
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名古屋市の初期社会科教育研究 

―杉村子供銀行の実践の一考察ー 

出井伸宏（至学館大学） 

1.研究の目的 

名古屋市では戦後すぐにカリキュラム研究

に着手し、1949年 8月には最初の教科課程「名

古屋プラン」が完成し、各地の称賛を得た。 

名古屋市ではカリキュラム研究の歩みや史

料は豊富に残っているが、「子どもがどのよう

に変容していったのか」といった授業実践記録

は現時点では見つかってない。ただ、杉村小学

校では唯一、「杉村子供銀行の歩み」(1948)の

史料だけが現存していた。子供銀行とは「子ど

もたちが自分たちで貯金業務を担当し、教育機

関である学校を通して金融機関である銀行に

貯金する」教育活動であり、全国的に 1949年

から 51年にかけて急速に増加した。初期社会

科として実践された代表的な取り組みといえ

る。本研究の目的は、杉村子供銀行の僅かな史

料を基に、名古屋市初期社会科の子供銀行の事

例を分析し、子どもたちにどのような能力・態

度を育てているのかを検討することである。 

2.名古屋市初期社会科の実践 

2-1杉村子供銀行の事例 

吉川(2016)は、戦後に誕生した「こども銀行」

のたどった歩みを詳細に分析し明らかにして

いる。敗戦後のインフレを抑え込み、さらに資

本貯蓄を進め日本の復興を一刻も早く達成す

るために、政府は「こども銀行」の推進を積極

的に展開した。子どもたちに貯蓄の大切さを教

えるために、学校と銀行が協力して始めた預金

制度であり、大蔵省の貯蓄奨励策であり、文部

省も協力した。1948 年 1 月に大阪市の南大江

小学校が鏑矢となり、全国に急速に広がってい

った。名古屋市では特に杉村小学校が盛んに行

っていった。杉村小学校は名古屋市北区に位置

し、戦後まもなく「新教育を語る会」(名古屋

市社会科同好会の前身)がそこで結成され、社

会科の実践に力を入れていた。「名古屋プラン」

においては、銀行についての生活学習は 6学年

の 11月大単元「名古屋の復興」の中の小単元

「名古屋 国の復興と銀行」(10 時間完了)で

扱うように例示されている。こうした史料に基

づき実践の概要を紐解いていった。 

2-1-1子供銀行の目的と内容 

 目標の一つとして、「社会科学習の一環とし

て経済知識を普及し、生活の向上を計る、算数

科学習の一環としても」と記述されている。ま

た、子供銀行のねらいとして、各学年では次の

ような目標が定めれた。 

一年生 あずけることが楽しい 

二年生 ふえるのがうれしい(①耐乏勤倹 ②

金の大切なることを知る) 

三年生 自分でも銀行の仕事がやってみたい

気持(実務の体験をさせ反省をする) 

四年生 利子のつく理由 使途について考え

る(預金の行方を知る) 

五年生 銀行とか郵便局への理解(金銭出納簿

をつける 金融機関の見学) 

六年生 社会と金融面との関係について 

目標から、社会科を核にして算数科と関連を

図り、体験的活動と銀行の役割等の学習が学年

の発達段階に応じて系統的に配列されていた

ことが読み取れる。また、1948 年 9 月から、

杉村子供銀行の設立の準備のために、職員会議

を通して何度も計画を練り上げていった。その

つど、東海銀行の指導を受けたり、父兄の賛意

協力を求めたりしながら、1948 年 12 月 3 日、

早々に開店の運びとなったことが記録されて

いる。運営としては、4年以上の高学年児童が

中心に杉村子供銀行の運営に取り組んでいた。

開店の日には窓口係、元簿係、出納係、主計係

そして、各々に係長、全体総括として次長・支

店長までも置かれ運営された。また、全校挙げ

ての取り組みだったことが伺える。 

3.今後に向けて 

 杉村子供銀行への加入率は 1949年 9月には

約 98.2%に達し、1950年 11月模範子供銀行と

して大蔵省と日本銀行の連名で全国表彰を受

けている。今後は、当時の新聞記事等を分析し

杉村子供銀行の実践によって、子どもに対する

社会科教育に関する課題を明確にする。また、

当時の子どもや保護者アンケートの調査結果

を詳細に分析して、実践の課題について再評価

を加えていきたい。 

4.引用・参考文献 

出井伸宏（2025）『戦後名古屋市の社会科教育

はどのように始まり、展開していったのか』

黎明書房。 

杉村小学校(1948)「杉村子供銀行の歩み」。 

吉川卓治(2015)「こども銀行の時代」(名古屋

大学大学院教育発達科学研究科紀要第 62巻)。 

pp.27-33. 
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中学校社会科における領土教育の批判的考察 

―学習指導要領の前提を問い直す― 

小竹 礼峻 (名古屋大学大学院) 

1.問題の所在

国家間で特定の領土をめぐって領有権が争われる「領土問題」は、中学校社会科の授業

において格好の題材であると考えられる。とりわけ竹島問題においては、日韓双方の政府

の法的・歴史的な公式見解が政府 HP 等に明記されている。そのため、社会的事象を「多

面的・多角的」に考察する力を養うには有効な題材であると考える。 

しかし、現行の多くの教科書や指導書において、日韓双方の歴史的・法的主張の相違が

十分に取り扱われているとは言い難い。この問題背景には、教科書が扱うべき内容や目標

を規定する学習指導要領における領土教育の取扱いが大きく関係していると考えられる。 

2.目的と方法

本発表の目的は、中学校社会科における領土教育のうち、竹島問題の扱いに焦点を当

て、現行の学習指導要領及びその解説を分析し、その問題点を明らかにすることである。 

3.結果

まず、中学校社会科では、竹島問題は地理・歴史・公民の各分野で扱われている。地理

的分野では、竹島を「我が国の固有の領土」とし、韓国による不法占拠や日本の立場の正

当性を理解させることが求められる。歴史的分野では、明治期の「領土の画定」の中で、

竹島が国際法上正当な根拠に基づき編入されたことを扱う。公民的分野では、国家主権や

平和的解決の観点から竹島問題が位置づけられる。 

3.1.現行の学習指導要領の検討 

ここで注目したいのが、歴史的分野における「領土画定」の取扱いである。戦後におけ

る日本の領域を法的に規定したサンフランシスコ平和条約第二章(領域)第二条(a)は、日

本国は「済州島、巨文島及び鬱陵島を含む朝鮮に対するすべての権利、権限及び請求権を

放棄する」と定めたが、竹島については明記していない。この不明示性をめぐり、日本政

府は放棄対象に竹島は含まれないと解釈し、韓国政府は朝鮮の付属島嶼として竹島が含ま

れると解釈している。この点が竹島問題の中心となる争点であり、本条約の解釈の根拠を

めぐって多数の歴史的・法的争点が展開されている。にもかかわらず、現行の指導要領で

は、領土の画定が主として明治期の近代国家形成の文脈に配置され、第二次世界大戦後の

占領・講和・主権回復の文脈との接続が弱い。 

3.2.学習指導要領改訂に伴う内容変更 

 続いて、平成 29・30・31 年度の指導要領改訂に伴って、竹島問題の記述がいかに変化

したのかを確認した。結果、平成 20 年度の指導要領解説の地理分野の解説において、「我

が国と韓国の間に竹島をめぐった主張に相違があることなどにも触れ…」という記述がみ

られた。しかし、改訂に伴いその記述が削除されていたことが明らかになった。 

4.考察

現行の学習指導要領を分析した結果、歴史的分野における日本の領土画定の取り扱い

は、明治期に行われた竹島の領土編入が中心的に記述されており、第二次世界大戦後の主

権回復・講和に伴う領土画定の文脈では扱われていなかった。そのため、「なぜ、竹島の

領有権をめぐる対立が起きているのか」という問題の所在が判然とせず、生徒が竹島問題

を「多面的・多角的」に捉えることが困難になると考えられる。こうしたカリキュラム構

成は、単なる日本側の主張の確認に留まっており、それを「覚える」だけのものであると

言わざるを得ず、「社会的な見方・考え方」を養う貴重な題材を逸失しているのではない

かと考えられる。 

また、指導要領改訂に伴い、解説から日韓双方の主張の相違について扱う旨の記述が削

除されていた。これは、社会科教育全般では「多角的」な視点からの考察を要求しつつ

も、領土教育においてはそれとは真逆の構成に変更されたと言えるのではないか。 

今後はこうした矛盾について、「市民」教育の視点だけではなく、「国民」教育の視点を

用いて、指導要領改訂の過程等も含めて詳細に分析する必要があると考える。 
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「総合的な学習の時間」における「情報活用能力」の育成に関する研究

―ICT 導入前後の指導方法の変容―

楊 欣（愛知大学非常勤講師）

本研究は、ソサエティ 5.0 を生きる現代の子どもたちにとって不可欠な資質・能力であ

る「情報活用能力」に着目し、「総合的な学習の時間」における ICT 活用の変遷と、それ

に伴う指導方法の変容について、先行研究を基に整理・考察したものである。2025 年の中

央教育審議会の論点整理では、生成 AI 等の技術革新を背景として、「情報活用能力」を教

科横断的な学びを支える基盤として育成する重要性が示されている。

先行研究の整理から、「総合的な学習の時間」における「情報活用能力」の育成は、社

会的背景や教育政策の変化に応じて五つの段階を経て発展してきたことが明らかとなった。

2000 年代前半の「基礎的技能の習得段階」では、PC 教室を中心とした情報検索や資料作成

が主な学習内容であり、小田ほか（2000）は、「調べ学習の 6つのステップ（Big6 Skills）」

を通して、子どもの主体的な問題解決能力の育成を重視した。2000 年代後半から 2010 年代

中頃の「思考・判断を支える活用段階」では、ICT は単なる情報取得の手段ではなく、思考

を支える道具として位置付けられるようになり、谷田ほか（2006）は、対話的な学習過程

を通じた情報整理が、主体的な理解や知識の精緻化につながることを示した。

さらに、2019 年前後からの「協働的学習の基盤段階」では、GIGA スクール構想による一

人一台端末環境の整備を背景として、藤本（2019）は、クラウド環境を活用した情報共有

や比較活動が、「情報活用能力」を相互作用的に高めることを指摘した。2022 年以降の「探

究を支える統合段階」では、ICT は探究学習を支える外部資源として日常的に活用されるよ

うになった。そして現在は、「AI 共生時代における探究的学習の展開段階」を迎えており、

黒上（2025）は、生成 AI を「思考を支援する知的パートナー」と位置付け、AI との対話を

通じた学習プロセスの質を評価する重要性を論じている。また、登本（2026）は、「情報

活用能力」を単なる技能ではなく、各教科や探究的な学びを駆動させる「基盤」として再

定義し、デジタル学習基盤による「実践の蓄積の可視化」を通して、個別最適な学びと協

働的な学びを一体的に充実させる必要性を示している。

以上より、「総合的な学習の時間」における ICT 活用は、機器操作や情報収集を中心と

した段階から、思考の可視化、協働的な知識構築、さらには生成 AI を活用した自己調整的

な探究学習へと発展してきたことが明らかとなった。今後は、AI 時代に対応した「情報活

用能力」を、教科横断的かつ探究的な学びの中で、どのように育成・評価していくかが重

要な課題であると考えられる。

【参考文献】

小田光宏・北本正章・古賀節子（2000）「幼・小・中・高の学習課程における総合的な学
習の時間の体系的展開―情報活用能力の活性化に向けての課題と方法―」『教育情報
研究』第 16 巻第 3号、3－12 頁。

谷田裕之・川上綾子（2006）「Web 検索活動を取り入れた調べ学習の在り方―児童間の相
互作用に着目して」『鳴門教育大学情報教育ジャーナル』第 3 号、29－38 頁。

藤本義博（2019）「総合的な学習の時間における情報活用能力の育成に関する実践研究」
『岡山理科大学紀要』第 55 号 B、69－81 頁。

黒上晴夫（2025）「探究的学習の質保証」『日本教育工学会論文誌』第 49 巻第 4号、641
－650 頁。

登本洋子（2026）「情報活用能力の抜本的向上に向けて」『情報処理』第 67 巻第 1 号、22
－25 頁。
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第 ４ 分 科 会 

司会：▲（▲大学） 



授業における主体性概念の再検討 

―能力論的解釈の限界と関係論的解釈の課題― 

杉山智哉 

名古屋大学大学院 

【問題と目的】 

授業における主体性は、教育政策・評価、心理学的概念、教育実践の中で、学習者個人に所有さ

れる能力や態度として解釈されやすい。教育政策・評価においては「粘り強さ」や「自己調整」と

結びつけられ、心理学的概念においては自律性、Grit、自己決定などと関連づけられることで、主

体性は個人に帰属されるものとして捉えられやすい。この問題意識に対し、本稿では、授業におけ

る主体性概念を、個人に備わる能力として把握する解釈の限界を明らかにすることを目的とする。

このような主体性概念は、主体性を個人に内在する能力としてではなく、文脈や相互作用の中で捉

える点において、関係論的解釈として位置づけることができる。本稿ではそのうち、とくに授業に

おける他者との関係に着目する。主体性を関係論的に捉えることは、単に「関係の中で主体性が育

つ」と説明することではない。むしろ、主体性を個人の内側に形成され定着した能力としてではな

く、授業における他者との関係の中でそのつど生じる行為として捉え直すことを意味する。 

【主体性概念の能力論的解釈】 

本稿では、主体性の個人能力化を二つの形態として整理する。第一は、主体性を子どもにあらか

じめ備わる資質として捉える「天賦的内在論」である。第二は、主体性を社会的・教育的条件によ

って形成され、個人内部に定着する能力として捉える「形成的内在論」である。形成的内在論は、

主体性を生得的な資質として見る解釈を批判しうる。Bourdieu（1984）の文化資本論をふまえれば、

子どもの行為や態度は家庭環境や文化的経験と無関係ではない。このように、主体性を社会的・教

育的条件によって形成されるものとして捉える見方が、形成的内在論に相当する。しかし、形成さ

れたものとみなされる主体性を、最終的に個人に定着した能力として把握するならば、主体性を個

人に帰属させる枠組みはなお維持されることとなる。つまり、主体性を個人の能力として捉える枠

組みは、天賦的内在論においてのみならず、それを批判する形成的内在論においても、なお維持さ

れうるのである。 

【主体性概念の関係論的解釈】 

一方、楠見（2018）の社会文化的アプローチにおける学習者の「媒介された主体性」は、「個人の

有能さ」ではなく、「文脈や環境に埋め込まれた主体の意思や行為する力」（p.49）を示している。

このような主体性概念は、主体性を個人に内在する能力としてではなく、文脈や相互作用の中で捉

える点において、関係論的解釈として位置づけることができる。こうした関係論的解釈は、子ども

の行為を個人の能力の発現としてではなく、文脈や他者との関係の中で生じるものとして捉える点

で、主体性の能力論的解釈を問い直す意義をもつ。とりわけ、授業における抵抗、問い返し、葛藤

は、主体性の欠如としてただちに処理されるものではなく、他者との関係の中で子どもの行為がど

のように生じ、受け止められ、展開されるのかを問う場面として捉えられる。 

しかし、関係を重視することは、それだけで主体性の個人能力化を乗り越えることを意味しない。

関係が、主体性を育てる条件としてのみ理解されるならば、主体性は「関係によって形成された能

力」として、再び最終的には個人の能力に帰属されることになる。したがって、次に問うべきは、

抵抗、問い返し、葛藤のように、他者との関係の中で子どもの行為が揺さぶられ、何らかの応答と

して現れる局面を、どのように主体性の問題として捉えるかである。この問いに向かうためには、

主体性を関係の中で「育つもの」としてではなく、授業の相互作用の中でそのつど立ち現れる行為

として検討する必要がある。 

【本稿の結論と課題】 

本稿は、授業における主体性を、個人に所有される能力としてではなく、他者との関係の中でそ

のつど生じる行為として理論的に位置づけた。この位置づけは、授業における子どもの行為を、既

に備わった能力や過去に形成された能力の発現として説明する見方を問い直すものである。もっと

も、主体性をそのつど生じる行為として捉えるだけでは、その行為がなぜ主体の成立に関わるのか

という生成構造はなお説明されない。したがって今後は、西田幾多郎(1911)の主客合一論を手がか

りに、経験と行為の中で主体がどのように成立するのかを検討することが課題となる。 

Bourdieu, P.（1984）Distinction: A Social Critique of the Judgement of Taste. Harvard University Press. 

楠見友輔（2018）学習者の『媒介された主体性』に基づく教授と授業,『教育方法学研究』43，pp.49-59. 

西田幾多郎（1911）『善の研究』弘道館. 
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中間項を用いた授業分析の試み 
〜問題解決学習における子どもの問いと切実感の関連構造の解明〜 

○柴田好章（名古屋大学） ○坂本將暢（名古屋大学）

○鈴木正幸（名古屋大学 研究員） ○廉賀（名古屋大学 大学院）

１．問題と目的 

 筆者らは、名古屋大学教育方法学研究室の共同研究として、「中間項を用いた授業分析」に取り組ん

できた。特に近年では、戦後初期社会科の流れを組む問題解決学習に注目し、子どもの思考の様式を

中間項の形式で顕在化する課題に取り組んできた。中間項では、子どもの発言に含まれる、[例示]、

(概念)、{構想}の区分とそれらの関連を明示することができる。 

 問題解決学習では、子どもが解決を願う問題と出会い、その解決に向けた試行錯誤をしている。問

題解決学習における典型的な思考様式や、個々の児童生徒の特徴的な思考様式を、以下の通り中間項

によって捉えてきた（柴田ほか、2023）。 

問題の把握：   a[具体的な問題]  b(問題状況) c{解決願望} 

解決の⾒通し：  A[成功事例]    B(概念化)  C{解決構想} 

 ところで、問題解決学習では、子どもが問題を解決したいという思い、すなわち切実性（切実感）

が重視されてきた。切実感は、上記の思考様式では、c{解決願望}に現れるが、切実感が強まることに

より、問題解決学習の思考様式（構造）にも影響を与えていると考えられる。 

 そこで本研究では、問題解決学習における子どもの切実感（思い）の高まりが見られる発言を中間

項に転換することにより、子どもの問いと切実感の関連構造の解明を試みる。 

２．理科の事例 

 本事例は、小学校３年の虫眼鏡により紙が燃える理由を探究している授業である（原口、2011）。目

の前で起きている事象は、 [紙が燃える] のように、例示括弧で示される。そして、その要因を一人

一人が構想している。  

{ [紙が燃える]  ∵ （紙が燃える要因） } 

 紙が燃える要因としては、虫眼鏡と光の関係などを自分たちなりに考えている。そして、よりよい

説明のモデルを求めて、不十分なモデルを集団で修正し続けている。こうした集団的過程に、子ども

たちが自分たちの問いとして考え続けようとする切実感が現れている。さらに、共有されている[事実]

の捉え方自体にも子ども同士の違いも見られ、共通形式を下敷きとしながらも、それぞれの子どもの

見方や考え方の特徴や変容を中間項によって捉えることができる。 

３．社会科の事例 

 本事例では、小学校４年の網元の長男であった子どもの頃の今井さん（ゲスト）の話を聞いて、早

朝に漁があるかどうかを子どもの今井さんが触れ回っていた事実について考えを深めている（山田、

2011）。手にしている事実の要因を構想している点で、理科と共通した思考様式が導かれた。 

{  [子どもの頃の今井さん ・ ふれに回る] ∵ （長男：引き継ぐ） } 

 今井さんは、長男であり、跡取りであるので、子どもであっても触れ回るという役割を任されたと

いう認識を示している。しかし、電話がない時代に触れ回らなければならない、しかも子どもが任さ

れているという事態に切実感を感じて、 { [最初の内はお父さんとお母さんが一緒に行ってい

る]  } のように想像している。このように想像に基づき事実を構想しようとした点に、自分に置き

換えて思考し、子どもが本当に一人で行くことができるのかを問い直す様子がうかがえる。 

４．まとめ 

 ここで示した事例以外も含め、切実感が強まることによる問題解決学習の思考様式を、中間項の形

式としては C{解決構想}で示される内容の更新（充実）に見ることができた。

【謝辞】 本研究は、名古屋大学教育方法学研究室の大学院ゼミの共同研究の成果の一部を代表４名がとりまとめたものである。共同

研究の参加者各位に謝意を表する。 

原口淳一（2011）自然を見つめる強さを育てたい「影と光を探る」. 考える子ども, No.338, pp.26-43 

柴⽥好章・⽔野正朗ほか（2023）問題解決学習における子どもの思考の相互関連 -中間項を用いた思考様式の顕在化を通して-. 日本教

育方法学会第 59 回大会 

山田美保（2011）“人”の生き方にふれることで、より自分のこととして学習問題をとらえ、追究していく子どもを育てたい-網元今井

さんのひみつをさぐろう-. 考える子ども, No.338, pp.44-63 
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1970 年代の北陸三県（富山県・石川県・福井県）における生活綴方をめぐる状況調査 

松本圭朗（近畿大学） 

1.はじめに

（1）目的

本発表の問題関心は、生活綴方に係る研究史上の地域的空白――北陸三県（富山県・石

川県・福井県）――を埋めることにある。その前提作業として、北陸三県の生活綴方をめ

ぐる状況を整理する作業が必要となる。なぜなら、この作業を積み重ねなければ、北陸の

生活綴方を議論の俎上に載せ、その意義や課題を詳らかにする作業に着手できないからで

ある。同様の問題関心のもと、中部教育学会第 72 回大会（2024 年度）では 1950 年代の、

73 回大会（2025 年度）では 1960 年代の北陸三県における生活綴方の状況を報告した。今

回は、1970 年代の北陸三県の状況を報告する。 

（2）方法

日本作文の会による雑誌『作文と教育』を中心的に取り上げ、そこに現れる北陸三県に

関連する事項を整理する。雑誌『作文と教育』のうち、対象とするのは、1971 年 1 月号

（22 巻 1 号）から 1980 年 12 月号（31 巻 13 号）である。これらに対して、①北陸三県の

教師等による論考や投書の整理、②北陸三県の教師等が関与した文集の整理、③北陸三県

の教師等が関与した生活綴方作品の整理をおこなう。なお、③については、日本作文の会

が 1970 年代に編纂した書籍に掲載された子どもの作品および指導した教師の整理を併せて

おこなうことで、『作文と教育』に掲載されている寄贈文集を補完する。 

これらの調査を各県別におこない、①教員の論考等、②寄贈文集、③誌面・書籍におい

て公開された子どもの生活綴方作品および指導した教師を示す。そして、北陸三県に関す

る先行研究の知見を踏まえながら、当時の状況の一端を概括し、報告する。 

2.これまでの報告の総括

（1）1950～1960 年代における北陸三県の生活綴方の状況

1950 年代は、富山では学校単位、石川では育友会・PTA を中心とする地域文集、福井で

はサークル文集というように、県ごとに異なる形で活動が進められた。1960 年代には教育

の現代化・科学化の潮流のなかで各県の作文の会が研究テーマを掲げた一方、サークル活

動は停滞し、活動は個々の教師や局所的地域に限定されていった。 

他方で、1950 年代から 1960 年代を通じて、富山県の佐野善雄、石川県の勝尾金弥、福

井県の山田敏文らが北陸三県の生活綴方を支え続けていた。 

（2）継続的課題

これまでの報告では、①富山県・石川県・福井県を北陸三県という枠組みで論じること

の意義や妥当性、②当時の他の教育実践の潮流との関係、③全国文集コンクールの意義や

評価、に関する課題をいただいている。これらは本発表でも引き続きの課題となる。 

【付記】 

本研究は、JSPS 科研費 25K16939 の助成を受けた。 
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第 ５ 分 科 会 

司会：▲（▲大学） 



道徳科の学習と「いじめ防止」意識についての一考察 
－学習者へのアンケート結果をもとに－ その２ 

松下 恭平（名古屋市立平針北小学校） 

１．はじめに 

 本研究は、特別の教科 道徳（以下、道徳科）の学習が児童の「いじめ防止」意識に寄与するの

かを明らかにすることをねらった実践研究である。 

 昨年度の発表において、道徳科の学習が「いじめ防止に役立つ」と回答した児童が概ね８割いた

こと、調査年月が異なっても、児童の反応が同様であったことから、道徳科の学習が児童の「いじ

め防止」意識に寄与していることを伝えた。一方で、いじめ防止に役立つと考えられる内容項目に

ついての言及では、サンプル数が少なく、他の学校でも同様なのか、学年による差異はあるのか等、

継続調査が必要であった。そこで、今回は、児童の回答を内容項目の視点から明らかにする。 

２．調査の方法 

質問紙調査を行った。調査については、令和７年２月と令和８年３月に行った。 

R7調査対象：５年生31人（担任学級）、６年生26人（専科学級） 

R8調査対象：４年生22人（担任学級）、同21人（非担任学級；経験10年目） 

３．結果と考察 

 詳細なデータ等は当日の発表とするとするが、「「生命尊重」「相互理解、寛容」「公正、公平、社会

正義」という３つの内容項目について共通していじめ防止に寄与すると考えていることが明らかと

なった。 

 しかしながら、児童の回答は特定の内容項目に偏る傾向が見られた。今回抽出されなかった内容

項目についても、いじめ防止との関連は潜在的に重要である。本来は 22 項目を満遍なく意識する

ことが重要であり、指導の在り方に課題が示唆される。直接的にいじめを扱う項目だけでなく、他

の内容項目も間接的に人間関係や行動に作用することから、全体を関連付けて指導する視点が重要

である。今後は学年間差や指導方法との関連を明らかにし、より効果的な実践の在り方を検討する

必要がある。 

４．おわりに 

本研究では、道徳科の学習が児童のいじめ防止意識に寄与する可能性について、継続的に検討し

てきた。その結果、「生命尊重」「相互理解・寛容」「公正・公平・社会正義」といった内容項目の重

要性が改めて示された。また、非担任学級を含めた調査においても同様の傾向が見られたことは、

道徳科の普遍的な意義を示唆している。一方で、現実にはいじめ問題の根本的な減少には至ってお

らず、指導方法や学年差との関連を踏まえ、実践の一層の充実を図る必要がある。 

参考文献 

文部科学省『令和５年度「児童生徒の問題行動・不登校等の生徒指導上の諸課題に対する調査結果の概要』、https://www.mext.go.jp/content/20241031-mxt_jidou02-100002753_2_2.pdf、

2024 

宮本浩紀「道徳教育におけるいじめの問題の対応－「問題解決的な学習」のプロセスと実施上の課題－」『茨城大学教育実践研究』38、2019、pp.223-233 
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道徳教育における「人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念」についての検討２ 

― 「地蔵菩薩」を手掛かりに考える ― 

〇安部 孝（名古屋芸術大学） 

１ 課題意識 …「同研究１」を踏まえて 

 「同研究１」では、「人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念」（以下、「人間尊重・畏敬の

念」）について、「草木塔」１に着目し（特に建立目的）、建立に携わった人々の考えや碑文に関

わる宗教思想を手掛かりに検討した。その結果、草木塔は、建立者らの有・非情の区別を排した憐

憫や畏敬の心情の表れであり、動機は、仏教思想（信仰）と純粋な心情（元来性）の両面から考え

られた。その意味で草木塔の建立は、生命や自然に関する内的課題（現状）を乗り越える手立てで

あり、当時の生活や文化に即した「よりよい生き方」を追求し、実現すること（「弱さや醜さ」の

解消「内容項目D」5・6学年、中学生参照）に他ならないと理解した。そこで本研究では、地域

社会の身近な宗教的事物・事象を、私たちの自然な心情と生き方に関与し、道徳性を涵養する働き

としてとらえ、それを手掛かりに「人間尊重・畏敬の念」について検討する。 

２ 目的と方法 

道徳教育における「人間尊重・畏敬の念」を、地域社会の伝統や文化、人間の働きとしての身近

な宗教的事物や事象に関わる人々の（よい）生き方や心情を宗教的、民俗的側面から検討する。検

討に当たっては「同研究１」を踏まえ、仏教思想（大乗仏教）における「地蔵菩薩」を手掛かりと

する。なお本研究では、地蔵菩薩を特定の宗教・宗派教育や信仰を促す等の目的で扱うものではな

く、私たちの生き方や生活における様々な考え方、習慣を育んできた地域社会の伝統的、文化的事

物・事象として扱うものであり、関連する仏教思想もそれらの背景として扱うものである 2。 

３ 内容 

３－１ 地域社会の伝統、文化、宗教等の事物・事象を通した学び（学習指導要領解説（H29）） 

 「人間尊重・畏敬の念」について、「…。人間の生命があらゆる生命との関係や調和の中で存在

し生かされていることを自覚できる」「道徳教育は、この人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念

を児童自ら培い、（※生徒自らが）…。」とあり、長い時間を想定している。しかも、「よりよく

（内容項目D）」（向上）や「自らの弱さや醜さ」を前提とし、達成や克服は容易ではない。そ

こで、児童らは自ら手掛かりを積極的に他者に求めることが必要となり、それは、伝統、文化や人

間（先人、菩薩ら）の生き方に学ぶことで可能となる。「人間尊重・畏敬の念」は、具体的な生活

の中で生かし合われているため、児童らは直に関わり、気付き、学ぶことができるからである。 

３－２ 地蔵菩薩への信仰 

「賽の河原の物語」では、親に先立ち亡くなった子どもを地蔵菩薩が哀れみ、親に代わって救う

（守る）とされる。この救済は、生きている人間の元来の心情を反映していると考えられ 3、無仏

の世（困難な現状）の、よくありたい・あってほしいという願いこそが、自然な敬虔や信心に育っ

たと考えられる。地蔵菩薩に関して「今昔物語」には、生前の善行や信仰を理由に蘇生させるとい

う救済が描かれ 4、また、「かさこじぞう」には、老爺の地蔵に対する憐憫と無欲さが地蔵の計ら

いと並べて描かれるなど、功徳の意義が説かれている。私たちは、身近で親しみやすい存在（応

身）―地蔵菩薩から、人間らしさとよりよい生き方を自然に学び実践してきたと考えられる。 

４ 考察 

 「かさこじぞう」における地蔵と老爺の憐憫は区別され難く、このような善行や生き方を私たち

は身近な菩薩（や人間）から、主体、また客体として学び、経験してきたのだと考えられる。この

ように、よりよく生きる上で、よりよく生きていることと、他者によってそれが願われ（守られ）

ていることへの気付きは大切である。ゆえに、自然な敬虔や信心ともいえる「人間尊重・畏敬の

念」の学習で、地域社会の伝統や文化、宗教的事物・事象を生かすことは有意義であると考える。 

□主な参考文献等：「日本仏教史（末木：2004）」「仏教土着（高取：2025）」「庶民のほとけ（頼富:1987）」

「地蔵十輪経（塩崎：2009）」「観音・地蔵・不動（速水：2018）」「地蔵信仰（桜井：1983）」 ほか

□註：１:江戸時代、置賜地方。 2:教育基本法第15条を踏まえる。 3:頼富pp.136-137.参照。 4:巻第十七 1-32
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小学校受験を迫られる保護者に関する研究 

坂田莉子(名古屋大学大学院) 

メリトクラシーの時代からペアレントクラシーへの移行が指摘される現代社会におい

て，ペアレントクラシーの最たる事例である小学校受験(望月 2011) への関心は高まりを

見せている。少子化の一方で，私立小学校に通う児童数は大きく減少しておらず，教育選

択の早期化や保護者の教育熱の高まりが進行している。さらに，教育資源を享受した生徒

や家庭が公立学校を回避し，私立学校へ向かう，「ブライト・フライト」(苅谷 1998)だけ

でなく「スーパー・リッチ・フライト」と呼ばれる，子どもに早期からグローバル教育を

受けさせる家庭の教育戦略も注目されている。 

こうした状況を背景として，保護者の教育熱をどのように理解するかは，教育社会学や

家族社会学における重要な研究課題となってきた。従来の研究では，小学校受験や保護者

の教育熱をめぐる実態や階層差を中心に議論が行われてきた一方で，それらを個々の家庭

の「選択」として捉えてきた可能性がある。とりわけ，保護者の教育熱は，個人の教育不

安や競争意識に基づくものとして理解してきた側面がある。 

そこで本報告では，上記に基づき，小学校受験に関する先行研究，保護者の教育熱に関

する先行研究を整理・検討し，それらがどのような前提や枠組みのもとで理解されてきた

のかを浮き彫りにした。先行研究においては，私立小学校の持つ機能や受験の大衆化が社

会階層の再生産や公共性に関する課題を持つことが指摘され，小学校側だけでなく保護者

側についても，小学校受験を教育戦略として選択する家庭の特徴や教育意識に関心が向け

られてきた。しかしその結果，保護者の教育熱については，やはり主として保護者個人が

内的に有する教育意識として回収されていた。 

こうした認識枠組みにおいては，小学校受験を自明に「望ましい教育選択」とみなす前

提そのものや，保護者の教育熱を支える社会的・文化的背景は，相対的に不可視化されや

すい。こうした視点の欠如により，従来指摘されてきた階層間の格差や教育戦略の問題に

ついても，それらを生み出す社会的条件を十分に捉えきれず，問題の構造そのものを問い

直す視点にはつながりにくかったと考えられる。 

以上から，本報告では，小学校受験を単なる階層的な教育戦略としてではなく，「望まし

い教育選択」や「望ましい保護者像」をめぐる社会的認識との関係から捉え直す必要性を

提示する。今後は，保護者の教育熱がいかに形成されるのかという構築過程に着目する研

究を行うことで，小学校受験を支える社会的・文化的条件を明らかにする必要がある。 

【参考文献】 

苅谷剛彦, 1998, 「教育・機会と階層 平等主義のアイロニー」佐伯・黒崎・佐藤・田中・浜

田・藤田編『岩波講座・現代の教育９教育の政治経済学』83-107, 岩波書店． 

望月由紀, 2011, 『現代日本の私立小学校受験―ペアレントクラシーに基づく教育選抜の現

状―』, 学術出版会. 
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「文化の通訳」育成を目指した日記コミュニケーション実践と OJLT モデルの構築 

―インドネシア入国前日本語教育を事例として― 

陳烏日汗（アイリス・ジャパニーズランゲージスクール） 

1．問題の所在

近年、日本では外国人材の受け入れが拡大しているが、日本語教育は依然として日本語能

力試験（JLPT）合格を目的とした文法・語彙中心の学習に偏る傾向がある。その結果、日

本語能力を有していても、日本社会や職場でのコミュニケーションに困難を抱える外国人

材が少なくない。こうした課題に対し、本研究では学習者の主体的な自己表現と相互理解を

重視するジャーナルアプローチに着目する。ジャーナルアプローチは、学習者と支援者が継

続的に日記を交換し、対話を通して学びを深める教育実践であり、近年重視される「主体的・

対話的で深い学び」とも共通する特徴を有する。本研究では、このジャーナルアプローチを

基盤として実施している「日記コミュニケーション実践」を分析し、日本社会と外国人材と

の橋渡し役となる「文化の通訳」の育成可能性について検討する。 

2．研究目的 

本研究では、「文化の通訳」を、日本人と外国人の間に立ち、言語や文化の違いを媒介す

る人材と定義し、「日本語メンター」と「専門技術トレーナー」の二つの役割を担うものと

して捉える。また、OJLT（Online Journal-based Learning and Training）を、ジャーナルア

プローチに基づく日記コミュニケーションを通して、言語能力と異文化理解を育成する学

習・研修モデルと位置づける。本研究の目的は、インドネシア人日本語学習者を対象とした

日記コミュニケーション実践を分析し、「文化の通訳」育成の可能性と、その学習プロセス

を整理した OJLT モデルの構築を試みることである。 

3．研究方法 

研究対象は、インドネシアの送り出し機関に在籍する来日前日本語学習者と日本国内の

支援者との間で実施されたオンライン日記コミュニケーションである。学習者の日記、支援

者の返信コメント、活動記録等を分析し、相互理解や文化理解が形成される過程を質的に検

討した。 

4．結果と考察 

分析の結果、日記コミュニケーションは学習者と支援者が経験や価値観を共有し、相互理

解を深める対話の場として機能していた。学習者は日本語による自己表現を行うとともに

日本社会への理解を深め、支援者も学習者の文化的背景への理解を深めていた。以上から、

本実践は異文化間の相互理解を促進し、「文化の通訳」を育成する教育実践として位置づけ

られる可能性が示唆された。また、その学習プロセスを「自己表現―対話―相互理解―文化

理解―社会参加」という発達過程として整理し、OJLT モデルとして提示した。今後は、参

加者数や実践期間を拡大し、企業や地域社会との連携を含めた実践を通して、OJLT モデル

の有効性および「文化の通訳」育成との関連性について検証していきたい。 
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広域通信制高校が後期中等教育において果たすべき役割
國枝 幸德（NHK学園高等学校岐南工業協力校 非常勤職員）

高校教育に求められるもの

第二次世界大戦後、荒廃し切ったこの国で国家として選択したのが労働力を充実させることで、その為に

中等教育を充実させることを選んだ。具体的には前期中等教育（中学校）の義務化であって、後期中等教

育（高校）の積極的な拡大→「高卒当然社会」（2014相澤他）の現実化だ。

この教育政策は高度経済成長につながり、日本は経済大国への道を邁進した。

中学校で均質で大量の労働力を生み出し、高校では激しい競争によって優秀な人材を育むとともに、職

業教育では産業界に即戦力を提供してきた。

ある時点まではこれで確実に成果を上げてきたのだが、世界の資本主義が変節していく中でうまく機能しな

くなっていった。豊かになったこの国では、多くの高校生がより良い暮らしを求めて少しでも良い（偏差値の高

い）進学先を求めて激しい競争にうつつを抜かし、大切なものを見失っていった。1つの価値観1つの基準で

競争すれば1人（一部）の勝者とその他大勢ということになってしまう。

高校教育の義務教育化をどう捉えるか？

現行教育制度となって、義務教育修了後の年齢階梯に高等学校が位置づけられて以来「高校を義務

教育に！」という声が根強くある。ほとんどの中学卒業生が高校に入学し高卒当然社会が実現している中、

「今さら？」といった観もあるが、個人的には（中学校から直結の）高校義務化には反対だ。個人的には高

校は自由に選ぶことが出来る学校制度であっても良いのではないかと思っている。中学校卒業後、何年か空

白期間があって学校に戻ってきた生徒の学習意欲には目を見張るものがある。

青年期教育

一方、おとなへの入口であるこの年代の難しさがどんどん増してきている。だからこそこの時期の教育には時

間をかけるべきだと考える。さらに付け加えれば、義務制である中学校から、自ら選んで入った高校で、中学と

は異なる人間関係の中でおとなへの階段を上っていく、このかたちで良いと考えている。

子どもとしての完成形を追求するのが中学校教育で、おとな社会への入って行き方を追求するのが高校

教育だと言いたいし、中等教育ではこの似て非なる前期と後期をいかに差別化していくかが大きなテーマだと

思っている（こだわっている）。

広域通信制高校教育の限界

通信制高校というのは、学習の機会をなかなか持つことが出来ない、けれども「学びたい」という強い

動機を持っているおとな対象の高校として制度設計されたものだ。故にあまり注目されることもなかったのだ

が、毎日通学するという学校制度にあわせられない子が増えていく中で注目されるようになっていった。（定時

制高校というコスパの悪い制度を縮小していくためにも都合が良かった？）

ただ、ここまで触れてきたように青年期教育には時間がかかる。これは通信制高校本来の在り方とは正反

対のものだ。面倒見の良さをウリにしている広域通信制高校があるが、この制度で本当にそんなことができる

のか、40年以上高校生と向き合ってきたボクには理解できない。「仮想空間の中で人間関係を作っていくこと

ができる」というのも理解できない。

時間ががかる高校生の教育を広域通信制高校で本当にできるのか？個人的には信じられない。そんなこ

とを言う奴は「OldTeacherとして消え去るべきだ」と言われるのなら消え去ってやろうと、常に思っている。

今こそ子どもひとりひとりに丁寧な教育を!!

NHK学園高校に来てくれる生徒を見ていて、「予測不可能な世界に対応できる力」なんか持てなくても、

「人として一歩一歩着実に歩みを進めていくことができる力」を身につけていってほしいと強く思っている。通信

制高校では生徒と接触できる時間も限られていて、忸怩たる思いをさせられることも少なくないが、通信制高

校が学校社会と同調することが難しくなってしまった子の最後の砦になっていることを否定する気は無い。

そんなわけで、時間をかけることができないというハンディは自覚しつつも、子どもひとりひとりに丁寧に接触

することができる（広域通信制高校の協力校という）教育現場の実現に向けて頑張っている（つもりだ）。
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